
○熊本市障がい者福祉タクシー助成事業の実施に関する規則〔障がい保健福祉課〕 

平成２８年３月３１日 

規則第６５号 

（目的） 

第１条 この規則は、障害者が日常生活でタクシーを利用するに当たって、その利用に係る料金の一部（以下「福

祉タクシー利用費」という。）を助成する障がい者福祉タクシー助成事業を実施するための必要な事項を定め

ることにより、障害者の社会参加の促進を図り、もって障害者福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（助成の対象等） 

第２条 市長は、市長が別に定める要件を満たす者に対し、予算の範囲内において、福祉タクシー利用費の助成

を行うことができる。 

２ 前項の福祉タクシー利用費の助成は、障がい者福祉タクシー利用券（以下「利用券」という。）を交付するこ

とにより行う。 

３ 利用券の交付の方法、その数量その他の助成の内容は、市長が別に定める。 

（申請） 

第３条 福祉タクシー利用費の助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別に定めるところ

により、市長に申請しなければならない。 

（審査等） 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、審査を行い、適当と認めたときは、申請者に対し、福祉タクシー

利用費の助成の決定を行うものとする。 

２ 市長は、前項に規定する助成の決定に当たっては、必要な条件を付することができる。 

（届出） 

第５条 前条第１項の規定により福祉タクシー利用費の助成の決定を受けた者（以下「受給者」という。）が第２

条第１項に規定する要件に該当しなくなったときその他市長が別に定める要件に該当したときは、受給者又は

その家族若しくはこれに準ずる者が速やかに市長に届け出なければならない。 

（譲渡等の禁止） 

第６条 利用券は、利用券に記載された有効期間を超えて使用し、又は他人に譲渡し、若しくは貸与してはなら

ない。 

（決定の取消し） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用券の助成の決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 

(1) 受給者が第２条第１項に規定する要件に該当しなくなったとき。 

(2) 前条の規定に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正な行為により利用券の助成を受けたとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める要件に該当するとき。 



（返還） 

第８条 市長は、前条第３号の規定に該当するときその他市長が別に定める要件に該当するときは、その者に対

し、交付した利用券又は助成した福祉タクシー利用費に相当する費用の全部又は一部の返還を求めることがで

きる。 

（雑則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

  



熊本市障がい者福祉タクシー事業要綱 

 

制定 平成 ２年 ４月 １日健康福祉局長決裁    

改正 平成 ４年 ４月 １日健康福祉局長決裁    

（略）                    

平成１８年 ３月３０日健康福祉局長決裁    

平成１９年 ３月２９日健康福祉局長決裁    

平成２０年 ３月１８日健康福祉局長決裁    

平成２２年 ３月２３日健康福祉局長決裁    

平成２３年 ３月２８日健康福祉局長決裁    

平成２４年 １月 ９日障がい保健福祉課長決裁 

平成２４年 ６月２１日健康福祉子ども局長決裁 

平成２４年 ８月３１日障がい保健福祉課長決裁 

平成２７年 ３月３０日健康福祉子ども局長決裁 

 

（目的） 

第１条 熊本市障がい者福祉タクシー事業（以下「事業」という。）は、重度障害者の生活拡大及び社会参加の促

進を図ることにより、その福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（対象者） 

第２条 この事業の対象者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本市の住民基本台帳に

記載されている者のうち、現に本市に居住する者であって、かつ所得税を課税されていない者で、次号のいず

れかに該当する者とする。 

(1)  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定による身体障害者手帳の交付を受

けている者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に規定する等級が１

級又は２級の者 

(2)  療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）第２の規定による療育手帳の交付を受

けている者で、障害の程度がＡ１又はＡ２の者 

(3)  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２項の規定による精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者で、障害等級が１級又は２級の者 

（委託） 

第３条 市長は、この事業の一部を委託により行うものとする。 

（事業の内容） 

第４条 この事業は、市の発行する各年度ごとに使用可能な熊本市障がい者福祉タクシー利用券（以下「利用券」

という。）を第２条に規定する対象者に対し交付し、タクシー料金の一部を助成することにより行う。 

（利用券の申請） 

第５条 利用券の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、熊本市障がい者福祉タクシー利用券交

付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

(1) 申請者の所得税が非課税である事を証する書類 

(2) その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の申請は、利用券を使用する年度の前年度３月３０日（この日が金曜日又は土曜日に当たるときは、そ

の日に最も近い木曜日とし、この日が日曜日に当たるときは、その日に最も近い金曜日とする｡）から受け付け

るものとする。 

（利用券の交付） 

第６条 市長は、前条の申請がなされたときには、この要綱に基づく審査を行い、申請者が第２条に規定する対

象者に該当すると認めたときは、申請者に利用券を交付するものとする｡ 

２ 交付する利用券は別表１の「種類」欄に掲げる利用券のいずれかとする｡ただし、同表同欄中の患者等輸送タ

クシー利用券については、日常生活において車いす等を使用しなければ移動が困難と市長が認める者に限る｡ 

３ 第４条に基づく利用券の交付枚数は、第２条に規定する対象者となった月に応じて、同一人につき別表２に

定める枚数とする。 

４ 利用券の有効期限は、前項の規定により当該利用券が使用可能な年度の４月１日から３月３１日までとする。 



（利用券の使用方法） 

第７条 前条の規定により利用券の交付を受けた者（以下「利用者」という。）が利用券を使用するときは、身体

障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を携帯し、乗車の際は、これをタクシー乗務員に提示しな

ければならない｡ 

２ １回の乗車における利用券の使用枚数は１枚とし、複数枚の使用はできないものとする｡ 

３ 利用者が利用券を使用した場合において、乗車料金が利用券の券面額に満たないときは、乗車料金を利用券

の券面額とみなす｡  

（利用券の再交付） 

第８条 利用券の再交付は行わない。ただし、破損又は汚損された利用券については、未使用であることを確認

できるものに限り再交付を行う。 

（利用券の返還） 

第９条 利用券の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、本人又はその者の親

族等で利用券を所有する者は、速やかに利用券を市長に返還しなければならない。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 第２条に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

（不正使用の禁止等） 

第１０条 利用者は、利用券の有効期限を越えて使用し、又は他に譲渡し、若しくは貸与する等不正な行為をし

てはならない。 

２ 市長は、不正な行為により、利用券の交付を受け又は使用した者があるときは、その者に対して、既に使用

された利用券の券面額に相当する金額の全部又は一部を返還させることができる｡ 

（雑則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める｡ 

 

附 則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する｡ 

附 則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する｡ 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する｡ 

附 則 

この要綱は、平成６年４月１日から施行する｡ 

附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年３月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年３月２９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年３月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年３月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年３月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１月９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

 



附 則 

この要綱は、平成２４年８月３１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２７年３月３０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第６条第２項関係） 

種類 券額面 利用できるタクシー 

患者等輸送タクシー利用券 

 

大型車 

   １，３６０円 

中型車 

１，０９０円 

小型車 

     ５５０円 

(1)社団法人熊本県タクシー協会に加入し、熊本市

を営業区域としている個人又は法人のタクシーの

うち、患者等輸送限定車（患者等を輸送するため

寝台、リフト等必要な特別装備をした車両をいう。

以下同じ。） 

(2)その他本市が事業を委託している個人又は法

人のタクシーのうち、患者等輸送限定車 

福祉タクシー利用券 ４５０円 

(1)社団法人熊本県タクシー協会に加入し、熊本市

を営業区域としている個人又は法人のタクシー 

(2)その他本市が事業を委託している個人又は法

人タクシー 

 

別表２（第６条第３項関係） 

対象となった月 

 

４月～６月 

 

７月～９月 １０月～１２月 １月～３月 

利用券の

交付枚数 

患者等輸送タクシー利用

券 

 

３５枚 

 

２７枚 １８枚 ９枚 

福祉タクシー利用券 

 

４０枚 

 

３０枚 ２０枚 １０枚 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号 

熊本市障がい者福祉タクシー利用券交付申請書 
 

平成    年    月    日   

熊本市長 様 
 

                    
                             

住  所                                        

ふりがな                                         

氏  名                             ㊞   

生年月日  明・大・昭・平    年     月    日  

電  話            （        ）           

 

熊本市障がい者福祉タクシー事業要綱第５条の規定に基づき、次のとおり利用券の交付を 

申請します。 
 

手 帳 状 況 

手帳番号 県  ／  市  第         号 

交 付 日 昭和  ／ 平成    年    月    日 

等級・程度 身1級 ／ 身2級 ／ 療A1 ／ 療A2 ／ 精1級 ／ 精2級 

障がい内容 視覚  ／ 聴覚  ／ 肢体 ／ 内部 

利  用  券 ① 患者等輸送タクシー利用券  ② 福祉タクシー利用券 

交 付 枚 数 
①   ３５枚   ／   ２７枚   ／   １８枚   ／    ９枚 

②   ４０枚   ／   ３０枚   ／   ２０枚   ／   １０枚 

 

なお、この申請に対する決定において、私の市民税課税状況について調査される 

ことに異議ありません。 

氏  名                         ㊞   

 
   
対象者： 身体障害者手帳１・２級、療育手帳A１・A２、 

精神障害者保健福祉手帳１・２級 

条  件： 本人が所得税非課税であること 

※ 身体障害者手帳１・２級の方は、交付時に普通車の福祉タクシー利用券か、 

患者等輸送タクシー利用券かを選択できます。 

（年度途中での交換は出来ません） 

 
 
 

※確認事項 

手帳 住民票 所得税 利用券 枚数 交付  受 付 番 号 

        

 

※平成    年    月    日 利用券交付済 

申請者 

≪注 意≫ 



 

 

 

 

熊本市障がい者福祉タクシー利用券 受領書 

 

 

熊本市障がい者福祉タクシー利用券を受領しました。 

 

 

平成    年    月    日          

 

 

氏 名                             ㊞  

 

 

 

 

（受取人が本人以外の場合） 

 

受取人氏名                         ㊞  
                       

                          続 柄   （                 ） 


